
項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

根拠法令 H30予算現額

所沢市広報規則 32,717千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

広報紙は、市政情報の入手媒体
の基幹的な役割を担う必要がある
ことから、より多くの情報を正確に
伝えるという広報紙の性質を維持
しつつ、アンケｰト調査などを通じて
様々なご意見を伺いながら、満足
度の低い若年層への訴求力の向
上も図っていく。

64.0%

29,579千円
①広報紙作成部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

62.0%

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

29,397千円

投稿やアンケート機能を通して寄せられる
読者のご意見を参考としながら、より市民
が参加しやすく、わかりやすい情報発信
に努めるとともに、引き続き、記事の正確
性を高める。また、若年層にも訴求する企
画や紙面構成を工夫・検討し、情報発信
力の向上を目指す。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を得る主要な手段である広報紙への満足度を
測る一定の指標といえる。「どちらともいえない」
層からの取り込みを図り、前年度実績からの増
加を目指す。

埼玉県西部地域まちづくり協議会の構成
5市の広報紙における記事交換を引き続
き実施した。また、日々の取材記事を掲
載している市ホームページのコンテンツ
「ところざわ通信」の紙媒体によるダイジェ
スト版の発行（月2回）を新たに開始した。

H29年度目標

62.7%

市の情報発信への満足度の数値は下がっている
が、同時に、不満足であるとする割合も減ってい
る。一方で「どちらともいえない」とする割合は増
えている。満足度は若年層ほど低く、この層が広
報紙を手にする機会自体が少ないことも関係して
いると考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,690千円

広報紙発行事業
事業の具体的な内容及び目的

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等にわか
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、積
極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。配
布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布し
ている。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

21,637千円 臨時職員 0.00 人
①2,033,470部

②1,986,860部

③8,531件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

58.0%

65.0%

期間

1.25 人

10,606千円

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 2.57 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

昭和　　27年～ 21,537千円 臨時職員 0.00 人

H30年度目標 H30実績

事業の種別

一
般

H29予算現額

H29正規職員
人件費

H30予算現額

6,445千円

行政サービスの向上を目的として、迅速に市政情報
を提供できるホームページを積極的に活用し、本市
の情報や魅力を市内外に発信する。ホームページ
の運用に当たっては、担当課が直接コンテンツを作
成・公開できるシステムを導入し、事務の迅速化・効
率化・簡易化を図る。
また、トップページ画面等に有料（バナー）広告を掲
載し、自主財源の確保を図る。

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

積極的な市政情報の提供はもとよ
り、誰もが「使いやすい」「分かりや
すい」「役に立つ」ホームページを
目指し、コンテンツ評価機能やほっ
とメールのアンケート機能を活用
し、利用者のご意見を踏まえ、参考
としながら、引き続き、システムが
持つ機能を最大限に生かし運用を
図っていく。

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

75.0%

臨時職員

H29実績

①26,528,197件

②19,620件

③

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,465千円 6,398千円
①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

③

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

利用者が情報を探す際、欲しい情報に容易にた
どり着き、その情報が満足するものであるかが重
要であるため、システムの評価機能を生かして、
現状を把握し、改善を図る必要がある。

検索性を向上させるため、古いコンテンツ
の削除やディレクトリの整理、さらにサイト
内検索の表示設定を変更した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コンテンツ評価結果の共有や職員操作研
修、職員向けホームページ通信、「よくあ
る質問」の整理充実、また、コンテンツ数
の適正管理による検索機能の改善を図る
ことにより、利用者が必要な情報に容易
にたどり着けるホームページを目指す。

H30目標値が未達成の理由・分析

71.0%

市民等から寄せられるコンテンツに対するご意見
を全庁で共有し、コンテンツ作成の参考としてい
るが、まだその情報が全職員に浸透していないこ
とが原因と考えられる。

75.0% 72.0%

0.91 人 R元年度目標

75.0%

非常勤
特別職

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

広報
課

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

6,390千円

事業の具体的な内容及び目的

0.00 人

所沢市広報規則

H30決算額（見込み）

所沢市広報規則

平成　　8年～ 7,626千円 臨時職員 0.00 人

H29予算現額 H29決算額 指標名

メール配信事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 H30予算現額

862千円 804千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

成果指標の目標値には届かな
かったものの、前年度から1,695人
の利用登録者を増やすことができ
た。
登録者数は、東日本大震災後に大
幅に増加したことから、とりわけ災
害時の情報発信手段としては、大
変有意義なものと考える。今後もさ
らなる登録者数の増加を目指して
いく。

H30年度に改善した点

利用登録者数の増加に向けて周知活動を継続
する。平成25～29年度の登録者数の増加実績を
踏まえ、年間2,000人の増加を目指すものであ
る。

ほっとメールの利用登録を促すチラシを
刷新した。

ほっとメールの利用促進をＰＲする広報ＣＡＴＶ番
組の制作・放映や、イベントでのチラシ配布等の
取組みを進めたが、目標値には届かなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を継続し、さらなる利用登録
者数の増加を目指すとともに、タイムリー
で分かりやすい情報配信に努める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 868千円 856千円
①配信件数

②

③

利用登録者数（登録メールアドレス件数）

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者が必要とする市政情報（１９カテゴリ）を選択
し容易に取得できるもので、カテゴリごとに随時メー
ル配信を行う。
・平成24年7月からツイッターとの自動連携を開始
し、同内容を配信。
・市ホームページにおいて、配信内容を確認すること
ができる。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 19,000 18,658

2,885千円 臨時職員 0.00 人
①1,450件

②

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

21,000 20,353

23,000

期間 0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成　20年～ 4,441千円 臨時職員 0.00 人

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

広報ＣAＴＶ番組制作・
放映事業

根拠法令 H30予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H30決算額（見込み）

所沢市広報規則 227千円 227千円
成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果を挙げられていると
考えるが、引き続き、魅力的な番
組制作と放映に取り組んでいきた
い。

H30年度に改善した点

①制作本数

②放送回数

③

視聴世帯数
J:COMさいたま所沢局において視聴率が抽出で
きないため、ケーブルテレビ視聴可能世帯数×
5％で世帯数を算出する。

前年度に引き続き、所管課への制作ＤＶ
Ｄの貸し出しや市ホームページ及び動画
投稿サイト（YouTube）に掲載するなど、二
次利用による活用を行い、J:COMを視聴
できない世帯への視聴の機会を拡大し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 454千円 454千円

H29決算額 指標名

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

5,191

2,546千円 臨時職員 0.00 人
①1

②365

③

市政情報を映像によりわかりやすく発信
することができるよう、各所属と情報共有
して市民が知りたいテーマを選定し、番組
を制作・放映していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

5200 5232

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成　　6年～ 2,179千円 臨時職員 0.00 人 5250

身近なメディアであるテレビを利用することで、市政
情報をよりわかりやすく紹介し、市民等に広く情報提
供するもの。具体的にはJ:COMさいたま所沢局で放
映する5分間番組「広報ところざわ・テレビ情報館」の
制作と放送を行うもの。
・毎日１回放送
・放送開始時間は午後８時２５分

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,150

有害
な
もの

有益
な
もの

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

H29予算現額

期間

平成13年度～

H29決算額 目標設定の考え方・根拠

A

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

H30年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運
営や施策形成における透明性が高まると考え
る。
公開された会議の割合が85％前後で推移してい
ることから、それを上回る90％を目標とした。

会議の開催情報をＨＰで掲載する際、会
議開催のお知らせの案内画面で傍聴の
有無をコメントすることにより傍聴できる会
議かできない会議か一目でわかるように
した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39千円 39千円
①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち
７条２号（個人情報）を理由とし
た会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数

指標名

会議の公開制度推進
事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

43千円 46千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市政において重要な役割を果たしている各種の審
議会等の会議を原則として公開することにより、市政
運営や施策形成における透明性を高めることを目的
とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供している。
（会議録は市ホームページで公開している。）

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 90%

2,598千円 臨時職員 0.00 人

87%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

83%

90%

指定管理者選定委員会が計16回と前年と比較し
6回多く開催されるなど、７条２号以外の理由で公
開されなかった会議の件数が多かったため、目
標値に達しなかった。

90%

0.00 人 R元年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,176千円 臨時職員 0.00 人
①594件

②453件

③117件

H30年度目標 H30実績

多くの市民が市政に関心をもってもらえる
よう会議開催情報等をわかりやすく伝え
ていくことが課題である。このため、引き
続き周知方法について工夫していく。

0.31 人
非常勤
特別職

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市政情報センター運
営事業

根拠法令 H30予算現額

4,752千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

都市計画図等については、当該図
面の一部区域だけが必要である場
合などに、コピー対応できるようコ
ピー機の近くに図面を配架するな
どして、市民が迅速かつ容易に、
また安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的は推進
できている。

H30年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供する事が当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。ただし、コピー利用を推進している図
面有償頒布数は除く。目標数は過去５年平均数
（約５７０件）を踏まえ、６００件とした。

市民が利用する行政資料用コピー機の設
置位置を見直し、より利用しやすいレイア
ウトに変更した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　市民が市政に関する情報や必要とする
情報を迅速かつ容易に得られるように、
市政情報センターでの情報提供方法につ
いて工夫していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 469千円 451千円

①有償頒布数
②都市計画図等の図面の有償
頒布数
③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

H30決算額（見込み）

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢市市政
情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

451千円 407千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 600件 547件

目標数は、過去５年の平均数を上回るよう設定し
ているが、有償頒布数や行政資料貸出数が伸び
ず平成３０年度の実績は前年度並みにとどまった
ため、目標値には未達成となった。

臨時職員 0.00 人

①898件
②405件
③53件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

600件 546件

600件

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成7年度～ 3,017千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

641千円

昭和63年度～ 10,140千円

H29決算額 指標名

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

A

情報公開請求が年間120件～140
件程度で推移しているなか、不服
申立は生じておらず、目標は達成
されている。
また、市民からの要望の多い文書
について情報提供に切替えるな
ど、積極的に情報公開を推進して
いる。

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規則、所
沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

H30年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

目標達成済み
情報公開制度を適正に運営するため、職
員の啓発に取り組む必要がある。

公開請求受付の際に所管課へ情報提供
への切替えの可否を確認し、情報提供に
ついて職員への意識づけを図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 620千円 190千円
①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

157千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

0% 1%

10,606千円 臨時職員 0.00 人
①124件

②610文書

③586文書

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

0% 0%

0%

期間 1.21 人
非常勤
特別職

根拠法令 H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人 R元年度目標

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主
的に市政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書
公開請求に基づき市の保有する公文書を公開す
る。
また公文書の公開のほか、市政に関する正確で分
かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得られる
よう、情報公開の総合的な推進及び積極的な情報
の提供に努める。

1.25 人

所沢市議会基本条例 17,518千円 17,339千円

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

「市議会だより」作成
事業（音声・点字版含
む）

前年度実績の約５％増
表紙及び裏表紙については、平成28年2
月発行号から、所沢市にゆかりがあり、各
方面で活躍されている方のインタビュー記
事等を掲載しているが、平成30年度も同
様の取り組みを継続して行った。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

24,849

市議会の活動や定例会の審議内容、審
議結果などを、わかりやすくお知らせする
ことは大変重要であり、また、令和元年第
２回定例会において、「市議会だよりを全
戸配布していただく為の請願」が採択され
たことに伴い、配布方法については、新聞
折込からポスティングによる全戸配布を行
うことは必要不可欠である。27,889

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,934千円 17,318千円

目標設定の考え方・根拠

A

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお
知らせするため、年４回の定例会後に発行する議会
広報紙であり、新聞折込による配布や公共施設、所
沢駅構内パンフレットラック、医師会に加入している
市内医療機関への配架を行うとともに、市議会ホ－
ムペ－ジでのＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲
載等を行うとともに、音声版・点字版を作成してい
る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 21,123

5,940千円 臨時職員 0.40 人
①517,600

②60

③120

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

26,091 26,561

前年度に引き続き読みやすい市議
会だよりを目指し作成を行ってお
り、設定した目標も達成している。

H30年度に改善した点

①作成部数

②音声版の作成部数

③点字版の作成部数

市議会ホ－ムペ－ジに掲載している市議会だよ
りPDF版へのアクセス件数

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｓ４５年度～ 6,285千円 臨時職員 0.40 人

無 無

有 無

無 無

有 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書担当理事　粕谷　信由

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

H２０年度～

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

2,001千円

H29年度目標

0

目標達成済み0

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H30予算現額

所沢市議会基本条例 2,030千円

H29正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

A

安定的な配信を行うことができた。
また、録画中継においては、市民
にわかりやすい画面表示（テロッ
プ）に取り組んだ。

H30年度に改善した点

引き続き安定的な配信に努めるとともに、
配信画質の調整や録画中継に係る配信
開始までの期間短縮に取り組んでいく。

中継に当たり、映像に障害が起こった件数
より安定した配信を継続して行うことに重点を置
き、中継映像に障害が起こった件数を目標とす
る。 特になし

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,997千円 1,996千円

①ライブ中継のアクセス件数

②録画中継のアクセス件数

市議会インターネット
中継事業

事業の目的及び具体的な内容
H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

情報技術の発達を踏まえた、多様な手段による議会
の情報公開の一つで、本会議の映像について、イン
ターネット中継によるライブ中継及び録画中継を行っ
ている。これにより、都合により傍聴に来られない場
合であっても、インターネット環境があれば本会議の
映像を視聴することができる。

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 0

1,018千円 臨時職員 0.05 人

①8,311

②6,542

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0

0

R元年度目標

1,006千円 臨時職員 0.10 人

H30予算現額

地方自治法、所沢市議会会議規則 7,274千円

期間 0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30年度目標 H30実績

H29決算額 指標名

①作成対象会議数

②作成対象開議時間数

本会議終了時から会議録公開までに要する日
数

56

0.00 人

①４９

②１６５時間３０分

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

会議録作成事業

根拠法令

8,103千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

A

委託により会議録作成に要する期
間の短縮や職員の負担の軽減を
図ることができた。

H30年度に改善した点

H30決算額（見込み）

H29実績

本会議終了時から会議録公開までに要する延べ
日数を定例会と臨時会の本会議開催日数で割る 委託業務に係る反訳原稿の校正作業の

改善、効率化を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、委託の趣旨を踏まえ、職員の
校正時間及び会議録作成期間等に係る
作業の効率化を図りたい。

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,703千円 7,142千円

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

市議会における本会議の内容を知る手段として記
録・文書化し会議録（冊子）として市民に公開するこ
とを目的にしている。作成に当たっては業務委託に
より、専門業者が音声データを反訳し、原稿を作成
し、職員が反訳原稿の校正をした後、会議録が印刷
納品される。本会議の会議録原本は議会事務局で
永年保存し、図書館、市政情報センター等で閲覧す
ることができ、インターネットにより会議録を公開する
もの。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 57

11,031千円 臨時職員

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

57 54

57

期間 1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

H29正規職員
人件費

第６次所沢市総合計画・基本構想に掲げたまちづく
りの目標を実現するために、計画期間における主要
な事業を決定し、実施計画を策定する。
あわせて当該事業の進捗管理を行うため、市民意
識調査や人口推計を実施する。

1.27 人

H30正規職員
人件費

H29決算額 指標名

総合計画実施計画策
定・管理事業

H29その他職員
従事割合

H29年度目標

S２５年度～ 10,894千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

S56年度～

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

自治基本条例、所沢市総合計画の実施計画の策定に関する要綱 2,165千円 1,891千円

目標指標の達成率は、前年度と比
較するとやや下がってしまったが、
市民意識調査の結果では、と所沢
市への愛着度、定住意向が共に過
去最高値となった。また人口につ
いても転入者が転出者を上回る社
会増の状態が続いており、各事業
の取り組みの成果は着実に表れて
いるものと考えられる。

H30年度に改善した点

総合計画基本計画の「総合的に取り組む重点課
題」と「まちづくりの目標」に掲げる目標指標がど
の程度達成されているかを測る指標とする。

市民意識調査でインターネット回答を導入
した。

総合計画基本計画に掲げた目標指標は全部で
113ある。指標によって達成率に大きな差があり、
指標に関連する事業の進捗に差があるためと考
えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

市民意識調査の回収率が毎年40％台前
半で推移しているので、第６次総合計画
で事業目標に掲げた50％の達成に向け
て、他市町村の手法等も参考にしながら、
工夫を重ねていく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

－ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,117千円 1,925千円
①最優先事業数

②実施計画に位置づけた事業
数

③市民意識調査回収率

第5次所沢市総合計画に掲げた目標指標の達
成率

H29実績

非常勤
特別職

100.0% 92.2%

10,776千円 臨時職員 0.25 人
①107事業

②611事業

③41.5％

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

100.0% 91.9%

100.0%

期間 1.20 人
非常勤
特別職

R元年度目標

10,056千円 臨時職員 0.25 人

秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

所沢市表彰事業

目標設定の考え方・根拠

B

目標値には、達していないものの、
感謝状贈呈と同時開催したため、
おめでたい席にふさわしい程度
に、にぎやかさ、華やかさを保つこ
とができた。
　引き続き、政策会議等で行事開
催の周知を図るとともに、スムーズ
な進行に努め、出席者に負担をか
けることなく喜んでいただける式典
にしていく。

H30年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

③

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。

H30は受章者が多い年であったが事前に
席の配列や座席順などを考慮した結果ス
ムーズに進行できた。集合写真のグルー
プ分けについて、何番目かを示した紙を
受付時に受章者に渡すことで、グループ
入替の時間を短縮した。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,070千円 864千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市表彰規則 1,908千円 1,239千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野で
市勢の振興に寄与する市民活動を促進するため、
活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人
非常勤
特別職

75.0% 56.0%

現役世代の受章者に配慮して、30年度も週末開
催としたが、地域の文化祭等の行事が重なり、出
席できない状況が生じたものと思われる

75.0% 66.6%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,243千円 臨時職員

①102（人・団体）

②68（人・団体）

③

H30年度目標 H30実績

他行事の開催を確認して、日程調整可能
なものは調整を図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.50 人
非常勤
特別職

R元年度目標

S45年度～ 4,190千円 臨時職員 75.0%

有 無

有 無

無 無

無 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

無 無

無 無

有 無

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

前年と比較し、認知度が大きく低下
してしまった。市民参加の機会を広
く効果的に周知していけるよう、全
庁での取組を引き続き進めていく。

H30年度に改善した点

市民参加のしくみ認知度

毎年度実施している「所沢市市民意識調査」にお
いて、市民参加のしくみを知っている（「知ってい
るものはない」以外と回答した）市民の割合を向
上させることを目標とする。

次年度からパブリックコメントを実施しない
案件、その理由を把握できるよう準備を進
めた。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 359千円 189千円
①パブリックコメントの実施件数
（全庁）

②自治基本条例推進委員会の
開催回数

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例 399千円 237千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 55.9% 57.7%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

52.1%

55.9%

若い世代の認知度が特に低く、「選挙」なども市
民参加の機会であり、参加の機会が身近に感じ
られていないのではと考えられる。より効果的な
発信をしていくことが必要。

55.9%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,212千円 臨時職員 0.00 人

①15件

②2回

H30年度目標 H30実績

全庁的な取組が必要となるため、その方
策等を検討していく。

期間 0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H18年度～ 5,698千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市民相談事業

根拠法令 H30予算現額

16,122千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標は未達成であったが、専門相
談の予約が数週間先となるなど弁
護士や税理士等の専門相談への
ニーズが高まったなか、市民相談
の種類を丁寧に説明し、相談内容
に応じた相談種類への案内を適切
かつ円滑に行えた。

H30年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

電話相談を希望する市民へ案内するた
め、相談窓口について他市調査等により
情報収集した。
市民向け相談ガイド（パンフレット）を見直
し、より分かりやすい周知に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

平日来庁することが困難な市民のため、
平成31年度から弁護士相談の休日開催
日を増やすなど利便性の向上を図る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,185千円 18,107千円
①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト（相談員報
酬＋報償）
③弁護士1人当たりの休日特設
相談件数

年間相談件数H30決算額（見込み）

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

18,120千円 18,055千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し
適切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福
祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑩）のとおり実施してい
る。なお、②⑤⑦の専門相談については、予約制としてい
る。
①一般相談②法律相談③人権相談④行政相談⑤税務相
談⑥外国人生活相談⑦司法書士相談⑧保険・年金相談⑨
行政書士相談⑩住宅増改築等相談

1.90 人
非常勤
特別職

41.00 人 4,000件 3,844件
市民からの問い合わせに対して、市民の求める
内容や方向性を良く聞くことで、所管部署に繫い
だり、市では実施していない電話相談を希望され
る場合や助言等の相談ではなく解決のために弁
護士等を委任したい場合には適切な外部機関を
紹介するなどして、相談以前での適切な案内に
努めたため。

臨時職員 0.00 人
①15件

②4,308円

③10件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

4,000件 3,717件

4,000件

期間 2.28 人
非常勤
特別職

41.00 人 R元年度目標

昭和47年度～ 19,106千円 臨時職員 0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市長が積極的に活動・事業を行っている様々な分野
の市民団体や事業所等を訪問し、各関係者との懇
談を通して意見や要望を聴いて市政に反映していく
とともに、その取り組みや成果等について広く市民に
知らせていく。

0.43 人

H30正規職員
人件費

平成25年度～

H29決算額 指標名

市長の”こんにちは訪
問”事業

目標設定の考え方・根拠

B

平成３０年度は結果０件となった
が、平成２５年度の事業開始以降
すでに１５か所以上を訪問してきた
ことから、今後は関心の高い題材
や話題となる事柄などがあった場
合に時機を見て実施していく。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

‐ 0千円

H30年度に改善した点

様々な活動や事業を検分するため、適切な訪問
数が必要となることから、実施回数を指標とす
る。

　活動・事業を行っている様々な分野の市
民団体や事業所等の候補をあげ、提案し
た。

市長の業務予定及び訪問先とのスケジュール調
整等を継続的に行ったが訪問できる適切な日が
なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

市長の業務予定を勘案しながら、より幅
の広いジャンルで事業者・団体等の情報
収集に努める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①実施回数

②広報媒体数（ホームページ・
広報紙・展示パネル）

③

市長の”こんにちは訪問”実施回数根拠法令

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 4件 1件

3,649千円 臨時職員 0.00 人
①0回

②0件

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

4件 0件

3件

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務

H30年度に改善した点

①市長への手紙としての受理
件数

②陳情書としての受理件数

③

回答に要する日数（回答にかかっった総日数÷
件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するため、回答を要する日数を指標とする。

運用基準、処理様式等を整理した。また、
受理簿のデータベースを改善するなど事
務改善を行った。

2,765千円 臨時職員 0.00 人

指標名

H30予算現額

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成には至らなかったもの
の、事務処理方法を整理し周知を
図ったことで、他部局との円滑な協
力と連携の強化を図ることができ
た。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

平成３０年度の受理件数は、前年度に比べ１．５
倍近く増加したことに加え、複数の部局にまたが
るご意見等も多かったことから、回答の作成及び
調整に時間を要したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加 126千円 73千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

所沢市市政提案箱実施要領 121千円 70千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市長
への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案を
受け対応する。

0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 14日 18.5日

6,955千円

7,127千円 臨時職員 0.00 人
①470件

②18件

③

H30年度目標 H30実績

職員間での事業の目的や事務運用方法
の周知をより図り、円滑な他連携強化に
努めていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

14日 18.2日

期間 0.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和43年度～ 臨時職員 0.00 人 14日

有 無
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事務事業名称

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

有 無

H29決算額

　限られた日程のなか、様々な団体等と
の懇談会を実施していく。

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H30年度に改善した点

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

　相手団体から開催要望の時期等を早め
に伺うようにして、開催が厳しい時期にお
いても開催できるようにした。

H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成するとともに、限られた
日程のなか、相手団体の要望を聞
きながら、可能な限り多くの市側職
員が出席できる日程を調整するな
ど、丁寧な調整を行い開催するこ
とができたため。

目標達成済み5回

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

H30実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24千円 17千円

市政懇談会開催事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市市政懇談会実施要領 24千円 14千円

事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人 5回 7回

3,268千円 臨時職員

4,158千円 臨時職員 0.00 人
①7回

②

③

H30年度目標

0.00 人 7回

7回

期間 0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和48年度～

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。

0.49 人
非常勤
特別職


